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～「お役立ちノート」「ガイド」を利用した就労支援 
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研究要旨 

平成 30 年度に作成した医療機関と難病相談支援センターでの仕事と治療の両立支援について

の支援モデルを参考に、患者と支援者が共有できるツール（「お役立ちノート」「ガイド」）を用

いた両立支援の実践を試行した。ツールの評価、相談員の半構成面接では、モデル、ツールとも

に高い評価を得ることができた。一方、予定の８機関のうち５機関においては、モデル実践をす

る（両立支援をおこなう）人員不足などの理由で実践することができなかった。この状況自体が

現在医療機関での両立支援が決して活発に行われていないことを示しているとも言える。より多

くの医療機関で適切な両立支援がおこなわれるためのひとつの手段としての「お役立ちノート」

「お役立ちガイド」については、実際に利用した相談員の意見に基づいて分冊などの改善も検討

すべきと考えた。 

 
A. 研究目的  

難病患者が治療を続けながら仕事をする、

仕事を続けるための支援について、医療機関

と院外機関との連携のあり方と患者支援の方
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法について検討する。 
 

B. 研究方法  

平成３０年度に医療機関と難病相談支援セ

ンターがおこなう支援について、支援モデル

を作成し、支援の際に患者と支援者が共有す

るツールを「健康管理と職業生活の両立ワー

クブック（難病編）」（平成２９年度西澤班作

成）を改訂して作成した。モデルをベースに

した両立支援を、医療機関４か所、難病相談

支援センター４か所で実践する予定であった

が、実際には医療機関１か所、難病相談支援

センター２か所での実施にとどまった。実施

機関での患者に対するアンケートは実施でき

なかった。評価は相談員に対する半構成面接

でおこなった。 
 
 (倫理面への配慮) 

国立病院機構箱根病院での倫理審査による承
認を受けた。 

 
C. 研究結果 

実際の支援をおこなっている相談員に半構成

面接による聞き取りをおこなった。聞き取りに

よる意見は昨年度の意見とほぼ同様、「ツール

を利用することで患者が自分の病状と仕事に

ついて考えるきっかけになる」「今まで医療機

関内であまり意識されていなかった両立支援

について検討することができる」などお役立

ちノート、お役立ちガイドについて肯定的な

意見が多く聞かれた。量が多すぎてどこから

見たらいいかわからないという意見も昨年同

様にあった。 
 
D. 考察 

昨年に継続しての実施となったが、医療機

関においては、モデルを実施する人員がいな

いなどの状況であり、ある意味、医療機関に

おける両立支援があまり行われていない実態

が浮き彫りになったともいえる。それでも実

施できた機関での相談員への半構成面接にお

いては、ツールについておおむね肯定的な意

見を得ることができた。 
 

E. 結論 

医療機関での就労支援についてはまだまだ活

発におこなわれているとは言い難い状況におい

て、お役立ちノート、お役立ちガイドを利用し

た支援については肯定的な評価を得ることがで

きた。量が多すぎる、どこに情報があるかわか

りにくいなどの意見から、フェイズに合わせた

分冊をおこなうなども検討すべきと考える。 

 
F．健康危険情報  該当なし 

 

G．研究発表 

1. 論文発表 該当なし 

2. 学会発表 該当なし 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 該当なし 

2. 実用新案登録 該当なし 

3. その他 該当なし 
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